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機密性2 

１ 協会けんぽ決算について 
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【協会けんぽの決算に関する規定】 

健康保険法第7条の28第2項 

  

協会は、毎事業年度、貸借対照表、損益計算書、利益の処分又は損失の処理に関する書類その
他厚生労働省令で定める書類及びこれらの付属明細書を作成し、これに当該事業年度の事業報
告書及び決算報告書を添え、監事及び会計監査人の意見を付けて、決算完結後２月以内（７月
末）に厚生労働大臣に提出し、その承認を受けなければならない。 

協会定款第21条 

  理事長は、毎事業年度の決算について、あらかじめ運営委員会の議を経なければならない。 

協会定款第31条 

  
支部長は、毎事業年度の決算のうち、当該支部に係る事項について、評議員の意見を聴くものと
する。 



機密性2 

２ 平成29年度 決算（見込み）のポイント 
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収入は9兆9,485億円 

 ⇒被保険者の増加等により保険料収入が増加。前年度比は3,265億円の増加（+3.4%）となった。 

支出は9兆4,998億円 

 ⇒加入者の増加等により保険給付費が増加。加えて高齢者医療にかかる拠出金等も増加し、前年度比は 
   3,765億円の増加（+4.1%）となった。 

この結果、29年度の収支差は4,486億円となり、前年度比は500億円の減少となった。 

○ 保険料収入は3,833億円増加した。保険料を負担する被保険者の「人数（被保険者数）」が増加（+3.9%）したこと、「賃金（標準報酬月額）」が増
加（+0.6%）したことが主な要因。この結果、29年度の保険料収入の伸び率は+4.6%となった。（なお、賃金の伸びについては、28年度の伸び
（+1.1%）と比較して半減したが、これは、28年度に制度改正（標準報酬月額の上限引上げ）の影響があり、その影響を除いた28年度の賃金の
伸びは+0.6%となる。）また、人数の伸び率+3.9%は、協会による医療保険の運営が始まった20年度以降で最も高い伸びとなっている。 
 

○ 国庫補助等は554億円減少した。補助対象となる保険給付費（総額）は増加しているものの、同じく補助対象の後期高齢者支援金等の加入者
割相当額が制度改正により減少（総報酬部分が拡大：28年度2/3⇒29年度全面総報酬割）したことが主な要因。 

○ 支出の6割に相当する保険給付費（総額）は、2,366億円増加した。加入者の「人数（加入者数）」が増加（+2.5%）したことが主な要因になるが、
29年度の保険給付費の伸び率は+4.2%と、前年度の伸び（+3.3%）を上回った。これは、前年度の28年度の「医療費（加入者１人当たり医療給
付費）」が、診療報酬のマイナス改定の影響を受け一時的に伸びが抑制されていたこと（28年度：+1.1%→29年度:+1.9%）が主な要因。 
 

○ 高齢者医療にかかる拠出金等（総額）は、1,235億円増加（+3.7%）した。これは、他の保険者と比較して低廉な賃金水準の協会けんぽにおいて、

後期高齢者支援金の全面総報酬割への移行に伴う拠出金の減少要素があるものの、高齢者医療費の伸びに加えて、近年、拠出金の伸びを
抑制していたマイナス精算（拠出金等の概算納付分の戻り）の影響がなかったことによるものである。 

○ 収支差が前年度比で減少（▲500億円）した要因は、保険料収入等の収入の増加に対し、保険給付費や拠出金等の支出の増加が上回ったこ
とによるものである。29年度の収支差は4,486億円であるが、このように保険給付費の増加のほか、拠出金等について、制度改正により伸びが
抑制されている29年度においても大幅に増加し、収支差は減少する傾向にあることについて、十分留意が必要と考えている。 
 

○ なお、29年度末の準備金残高は2兆2,573億円となった。この金額は、保険給付費等に要する費用の3.1ヵ月分に相当する。 



機密性2 

３ 平成29年度 協会けんぽ（医療分）の決算見込み 
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機密性2 

決算及び主要計数等の推移（20年度～） 

4 

Copyright © Japan Health Insurance Association. All right reserved. 



機密性2 

４ 決算の推移 
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機密性2 

５ 主要計数の推移 
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６ 拠出金等の推移 
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参考資料 
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機密性2 

７ 単年度収支差と準備金残高等の推移 
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機密性2 

８ 協会けんぽの保険財政の傾向 
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機密性2 

９ 平成29年度 協会けんぽ（介護保険分を含む）の決算概要 ＜参考＞ 
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機密性2 

１０ 合算ベースの収支（協会会計と国の特別会計との合算）と協会決算との相違（29年度

医療分）  ＜参考＞ 
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機密性2 

１１ 協会けんぽの事業所数・被保険者数・被扶養者数の推移（指数） 
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機密性2 

１２ 75歳未満の者の制度別加入者数及び75歳未満人口の推移 
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機密性2 

１３ 平均保険料率10％を維持した場合の準備金残高と法定準備金に対す
る残高の状況（平成29年度決算見込みに基づくごく粗い試算） 
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茨城支部の収支について 
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機密性2 

１４ 平成29年度 茨城支部の収支（暫定版） 
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(注)１．年齢調整額、所得調整額、激変緩和のマイナスは調整額を受け取る支部、プラスは調整額を負担する支部。 
  ２．債権回収は、資格喪失後受診に係る返納金、業務上傷病による受診に係る返納金、診療報酬返還金、損害賠償金に係る債権の回収額の実績を表す。 
  ３．医療給付費は、東日本大震災及び熊本地震による窓口負担減免措置に伴う平成29年度の協会負担分に係る窓口負担減免額を含む。 
  ４．（B1）は、健康保険法施行規則第135条の2の2第2項第1号に基づき、東日本大震災に伴う平成27年度における協会負担分の窓口負担減免額のうち、総報酬額の0.01％を超える部分として、（A）から控除するものである。また、 
   （B2）は、東日本大震災に伴う窓口負担減免措置によって医療費が増加した分のうちの医療給付費分（波及増分）を表す。 
  ５．「平成27年度の収支差の精算」は、平成27年度の都道府県支部ごとの収支における収支差の精算（健康保険法施行規則第135条の7に基づき行うもの）を表す。 
  ６．国の年金特別会計に係る分並びに東日本大震災による窓口負担減免措置に伴う波及増分（B2）が暫定値であるため、数値は今後変わりうる。 ※ 熊本地震に伴う波及増分（B2）は対応を検討中。 

  見込（Ｈ29料率算定時） 実績 見込と実績との差額 

収
入 

保険料収入 152,893  157,378  4,485 

その他収入 264  257  ▲7 

計 153,157  ①157,635 4,478 

支
出 

医療給付費（国庫補助を除く）(調整後) 79,066  79,742  676 

  
  
  
  

医療給付費 74,854  76,786 1,932 

年齢調整額 854 344  ▲510 

所得調整額 2,000  1,279  ▲721 

激変緩和 1,357  1,333  ▲24 

現金給付費等（国庫補助を除く） 6,974 7,030  56 

前期高齢者納付金等（国庫補助を除く） 58,162  59,452  1,290 

業務経費（国庫補助を除く） 2,362 2,066  ▲296 

一般管理費（国庫補助を除く） 821  641  ▲180 

その他支出 1,225  509   ▲716 

準備金積立て 4,307 0 ▲4,307 

平成27年度の収支差の精算 240  240  0 

特別計上分（業務経費の別掲） 0  0  0 

計 153,157  ②149,680  ▲3,477 

単年度収支差（①-②） 0  7,955  7,955 

収支差 
内訳 

全国平均分（全国の収支差を按分） 0  8,113  8,113 

地域差分 0  ▲ 158 ▲158 

平成29年度の保険料率算定時と決算時の見込みを比較 

（単位：百万円） 

茨城支部の単年度収支差7,955百万円が全国の収支差を按分した8,113百万円に満たなかったことから、不足する
158百万円を平成31年度保険料率を設定する際に調整する。 
→保険料率換算（＋0.01％） 



機密性2 

１５ 支部別収支差について 
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平成29年度 見込 

地域差分 

2年度前の実績の27年度の加入者や医療給付費を基にして見込んで算出した29年度の加入者一人あたり
医療給付費を、29年度の実際の数値で算出したもの。 
（実績の全国平均との差－料率算定時の全国平均との差） 

平成29年度における地域差分の収支差は、翌々年度の平成31年度の都道府県単位保険料率の
算定時に精算することになります。この時に、地域差分の収支差がプラスであれば平成31年度の

収入にその分が加算され（保険料率が下がる方向）、マイナスであればマイナスをとったものが支
出に加算されます（保険料率が上がる方向）。 

医療費等の料率算定時の見込との乖離（収支差）が、２年後の都道府県単位
保険料率の算定の際に精算される。 

平成29年度 実績 

• 平成29年度の都道府県単位保険料率を算
定する際に使用 

• 平成27年度の都道府県別の医療費（実績）
や総報酬額をもとに収支を見込んだもの 

• 平成29年度の都道府県別の医療費（実績）
や総報酬額の実績を用いて算出 

見込と実績の乖離＝収支差 

収支差 内容 

全国平均分 全国計の剰余金を総報酬按分し、各支部に振り分けたもの 

地域差分 平成29年度の実績が保険料率算定時の見込みから乖離した影響等 
→平成31年度の都道府県単位保険料率の算定の際に精算される 

収支差 

収支差は、見込みと実績の乖離によって生じるものであって、収支差が生じる要因は、「全国平均
分」と「地域差分」に区分されます。 

全国平均分 

地域差分 

適用した保険料率の全国平均（10.00％）が実績の全国の均衡保険料率に比べて高く、剰余となったことを
表しています。全国での単年度収支差を平成29年度の各支部の総報酬按分率を乗じたものと一致します。

ただし、この剰余が全国平均並みにあったとした場合のものであって、実際に各支部に割り当てられている

ものではありません。 

2年度前の実績の27年度の加入者や医療給付費を基にして見込んで算出した29年度の加入者一人あたり
医療給付費を、29年度の実際の数値で算出したもの。 
（実績の全国平均との差－料率算定時の全国平均との差） 

平成29年度における地域差分の収支差は、翌々年度の平成31年度の都道府県単位保険料率の
算定時に精算することになります。この時に、地域差分の収支差がプラスであれば平成31年度の

収入にその分が加算され（保険料率が下がる方向）、マイナスであればマイナスをとったものが支
出に加算されます（保険料率が上がる方向）。 



機密性2 

１６ 茨城支部収支差（地域差分）の保険料率換算について
（参考値） 
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収支差（地域差分） 料率算定時の見込との乖離 平成31年度の精算 

マイナス 見込と比べて医療費が多く使われた マイナスをとったものを支出に加算 
（料率が上がる方向） 

ゼロ 見込どおり 精算なし 

プラス 見込より医療費が使われなかった 収入に加算（料率が下がる方向） 

支部別収支差 
（地域差分） 

総報酬額 
（平成29年度実績） 保険料率換算 

▲158百万円 1,590,881百万円 ＋0.01％の影響 

平成29年度の総報酬額の実績に基づき、収支差（地域差分）を保険料率に換
算したものは以下のとおり（参考値）。 

注：平成31年度保険料率算定の際の精算に係る保険料率は、平成29年度の支部の収支差（地域差分）を平成31
年度の総報酬額の見込額で除したものになるため、表中の保険料率換算（収支差（地域差分）を平成29年度の総
報酬額の実績で除したもの）とは異なる。 



機密性2 

参考：支部別収支 全国との比較（暫定版） 
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（百万円） 

  収   入 
  保険料収入 

その他収入 

    計 
  
    一般分 

債権回収 
以外 

債権回収 

茨 城 157,378 157,338 257 92 165 157,635 

全 国 計 8,797,446 8,795,250 16,509 5,112 11,397 8,813,955 

（百万円） 

  収支差 

  

計 

全国平均分 地域差分 

      

      

      

茨 城 7,955 8,113 ▲158 

全 国 計 448,622 448,622 0 

(注)１．年齢調整額、所得調整額、激変緩和のマイナスは調整額を受け取る支部、プラスは調整額を負担する支部。 
  ２．債権回収は、資格喪失後受診に係る返納金、業務上傷病による受診に係る返納金、診療報酬返還金、損害賠償金に係る債権の回収額の実績を表す。 
  ３．医療給付費は、東日本大震災及び熊本地震による窓口負担減免措置に伴う平成29年度の協会負担分に係る窓口負担減免額を含む。 
  ４．（B1）は、健康保険法施行規則第135条の2の2第2項第1号に基づき、東日本大震災に伴う平成27年度における協会負担分の窓口負担減免額のうち、総報酬額の0.01％を超える部分として、（A）から控除するものである。また、 （B2）
は、東日本大震災に伴う窓口負担減免措置によって医療費が増加した分のうちの医療給付費分（波及増分）を表す。 
  ５．「平成27年度の収支差の精算」は、平成27年度の都道府県支部ごとの収支における収支差の精算（健康保険法施行規則第135条の7に基づき行うもの）を表す。 
  ６．国の年金特別会計に係る分並びに東日本大震災による窓口負担減免措置に伴う波及増分（B2）が暫定値であるため、数値は今後変わりうる。 ※ 熊本地震に伴う波及増分（B2）は対応を検討中。 

  支   出 

  
   医療給付費（国庫補助を除く）（調
整後） 

          
現金給付費等 
（国庫補助等を除

く） 

前期高齢者 
納付金等 

（国庫補助を除く） 

業務経費 
（国庫補助を除く） 

一般管理費 
（国庫負担を除く） 

その他支出 
平成27年度の 
収支差の精算 

特別計上分 
（業務経費の別

掲） 計 
  
  

  医療給付費       
年齢調整額 

  
  

所得調整額 

  
  

激変緩和 

  
  

  （A）-（B）  
医療給付費 
（A） 

震災特例分(B)               

      
平成27年度の 
協会手当分 
（B1） 

波及増分 
（B2） 

              

茨 城 79,742 76,786 76,786     344 1,279 1,333 7,030 59,452 2,066 641 509 240 0 149,680 
全 国 計 4,511,222 4,511,222 4,513,199 132 1,845       388,754 3,287,482 114,239 35,440 28,124 0 72 8,365,333 

（百万円） 



機密性2 

参考：平成29年度 決算スケジュール（概要） 
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【協会決算の大臣承認までの流れ】 

7月 

６日 １１日～２０日 ２４日 ２４日～３１日 

決算見込み 
の公表（本部） 

支部評議会 
（茨城支部は１２日開催） 

運営委員会 
厚生労働大臣に
承認申請 

※決算で確定した金額等は、随時、協会けんぽホームページで掲載される予定 

【全国健康保険協会の予算・決算関係書類】 
 

 A.予算、決算報告書 
 B.貸借対照表、損益計算書等の財務諸表 
 C.支部別収支 
 D.協会管掌健康保険全体の収支の予算、決算 


